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（項目１） 

財 務 状 況 

 

①当期総利益又は総損失  総利益（総損失）        ５．２億円 

②利益剰余金又は繰越欠損金 利益剰余金（繰越欠損金）    ５．２億円 

③当期独立行政法人国立成育医

療研究センター運営費交付金債

務 

    ４３．９億円（執行率 ９４．１％） 

  

 

④利益の発生要因 

及び 

目的積立金の申請状況 

センターの特性や機能を考慮した運営方針に応じ、

職員の適正配置を行うこと等により、診療報酬上の上

位基準の取得等を図るとともにコスト削減に努め、収

支改善を推進したことにより、当期総利益５．２億円

を計上したものである。 

 平成２３年度決算における利益剰余金は、将来の投資

（建物等の整備・修繕、医療機器等の購入等）及び借

入金の償還に充てるための積立金とすることとしてい

る。 

⑤100 億円以上の利益剰

余金又は繰越欠損金が

生じている場合の対処

状況 

 

⑥運営費交付金の執行

率が９０％以下となっ

た理由 
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（項目２） 

保有資産の管理・運用等 

 

①保有資産の活用状況

とその点検 

（独立行政法人の事務・事業の

見直し基本方針で講じる措置が

定まっているものを除く。） 

  保有資産については、自らの病院事業、研究

所及び臨床事業に有効活用する他、老朽化した

宿舎については除却し、その跡地には教育研修

センターの整備を開始することにより有効活用

を行っている。 

  なお、職員宿舎については、「独立行政法人の

職員宿舎の見直し計画」（2012.4.3 行政改革実

行本部決定）で示された対象となる職員宿舎７

棟（平成 24年 4月 1日時点）について、平成 24

年中に見直し実施計画が作成されるため、この

実施計画に基づき着実に実施する予定としてい

る。 

 

  知的財産については、独立行政法人成育医療

研究センター職務発明等規程に基づき管理して

いる。 

平成２３年度については、職務発明の審査手

順を明確にし手順書を作成するとともに、企業

へのライセンシングができない等、今後の見通

しが少ない特許について、権利放棄等の見直し

を行った。また、創造・保護・活用というわが

国における知的財産政策の３つの柱を盛り込ん

だ、知的財産ポリシーの原案を作成した。 

特許事務所と顧問契約を締結し、医学生物系

特許に詳しい弁理士により、メールによる相談

ホットラインを整備する等、相談体制の充実を

図るとともに、研究所ならびに臨床研究センタ

ー内の研究グループに対し、ヒアリングを実施

した。 

なお、厚生労働大臣認定技術移転機関（ヒュ

ーマンサイエンスＴＬＯ）に権利譲渡した発明

のライセンシング状況については、定期的に報

告を求めている。 
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②資金運用の状況 

 

③債権の回収状況 
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（項目３） 

組織体制・人件費管理 

（委員長通知別添一関係） 
 

①給与水準の状況 

   と 

 総人件費改革の進

捗状況 

[給与水準の状況] 

 

独法の職員の給与は、「当該法人の業務の実績を考慮

し、かつ、社会一般の情勢に適合したものとなるようさ

だめられなければならない。」（通則法第６３条）ことと

されており、当法人においてもこの趣旨を十分踏まえ、

職員の給与を定めているところである。 

当法人の給与水準については、平成２２年度に独法化

した時点において、国の給与制度等を踏まえつつ、通則

法に則って適切に対応し、その後人事院勧告に則り改正

を行っている。 

平成２３年度のラスパイレス指数は、平成２２年度に

比べ低くなったものの、医師：１０４．６、看護師：１

１１．９、事務・技術職：１０５．６となっており、す

べての職種で国の給与水準より高いものとなっている。 

ラスパイレスが１００を超えている要因を分析する

と、 

① 当法人は東京都世田谷区に所在し、すべての職

員が地域手当１級地であることから、国の平均給

与と比べた場合には、数値が高くなること。 

② 国の制度にある俸給の特別調整額に準じた役職

手当の支給対象を病院における管理職として医

長、看護師長に範囲を広げたことにより月額の固

定給部分が増加していること。 

③ 職務の複雑性及び困難性に基づき他の職種に比

して著しく特殊な勤務に従事する手当として国に

おける俸給の調整額に準じた特殊勤務手当の支給

をしているが、当法人ではこの対象となる特定集

中治療室を３７床運用しているため、支給対象者

が看護師では１８％となっていること。 

など、国の給与制度に準じているものの、地域手当１

級地であることや小児救急医療、周産期医療を担う当法

人の診療部門は、全国平均給与よりも高くならざるを得
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ないところである。 

しかし、看護師、事務・技術職については、独法移行

時に中高年齢層の給与カーブを引き下げるなど、通則法

に則って適切に対応している。 

また、人事院給与勧告が減額改定であったことを受け

て、当法人の給与においても同等の減額改定を行う等、

社会一般情勢に適合したものとなるよう適切に対応して

いる。 

 

 

[総人件費改革の進捗状況] 

 

事務職の独法移行直前の職員数維持や技能職の退職後

非常勤職員への切替を行う一方で、地域医療計画を踏ま

えた小児救急医療、周産期医療等への対応に伴う人材確

保の他、医療サービスの質の向上、医療安全の確保及び

患者の処遇の改善等にも留意しつつ、必要な人材確保を

行った。 

（人件費の増加額約９３８百万円） 

平成２３年度における当法人の総人件費改革の対象と

なる人件費は、６，６０６百万円であり、総人件費改革

の基準値である平成２１年度の人件費５，６６８百万円

と比較すると９３８百万円の増となっている。 

これは、 

（１）総人件費削減に向けた取組として 

①  技能職の退職後非常勤職員への切替 

②  独法移行時の給与カーブの変更 

等により削減を行い、 

（２）一方、当法人としての役割を果たすため、 

①  地域医療計画を踏まえた小児救急医療、周産期

医療等への対応、医療サービスの質の向上、医療

安全の確保及び患者の処遇改善等のための体制整

備 

②  医師不足解消に向けた取組・救急医等の処遇改

善及び地域医療との連携強化のための体制整備等

により人件費が増加したことによるものである。 

引き続き、技能職の退職後非常勤職員への切替等によ

- 5 -



り人件費削減を図っていくが、医療現場を巡る昨今の厳

しい状況の中で、患者の目線に立った良質な医療を提供

し、当法人に求められる役割を着実に果たしていくため

には、一定の人件費増は避けられないものである。 

なお、人件費率については、平成２３年度計画４１．

５％であったが、平成２３年度決算では３８．８％とな

っており、その抑制に努めているところである。 

②国と異なる、又は

法人独自の諸手当の

状況 

夜間看護等手

当 

・医師・看護師等が深夜業務に従事した場

合の手当。 

・医 師：１回/9,900 円～2,900 円 

・看護師：１回/7,600 円～2,200 円 

・その他：１回/6,000 円～1,800 円 

・国の「夜間看護手当」と同旨であるが、

医師等については、独法移行後、救急医

療等の診療体制の強化や労働基準法の

適用により２４時間の交代制勤務を行

う職員が増加したことから、看護師との

均衡を考慮して支給対象に加えたもの

であり適正な手当と判断している。 

役職職員特別

勤務手当 

・臨時の又は緊急性を有する業務のため休

日等に勤務した場合及び医師が宿日直

等勤務又は救急呼出により診療業務を

行った場合の手当。 

・１回(6H 以内)/15,500 円(上限)～6,000

円(下限) 

・国の「管理職員特別勤務手当」と同旨で

あり、病院に勤務する医師の特性を考慮

した観点から適正な手当と判断してい

る。 

・また、業務の附加として上位の役職の業

務・高度な業務等を担う場合は、基本給

の１０％を上限として支給することが

できることとしており、すでに就いてい

る職務に加えて特別に副院長の職務（特

命副院長）を命じられ、当該職務に従事

した場合等、病院運営上の特性を考慮し

たものである。 
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ヘリコプター

搭乗救急医療

手当 

・医師・看護師等の医療従事者が、ヘリコ

プターに搭乗し、機内等で診療等を行っ

た場合の手当。 

・医  師：１回/5,000 円 

・医師以外：１回/3,000 円 

・国の「航空手当」及び大学や民間医療機

関における同様の手当を踏まえ、救急医

療に従事する医師・看護師等の勤務実

態・特殊性を勘案し、救急医療に従事す

る医師等の確保対策の観点から適正な

手当と判断している。 

救急呼出待機

手当 

・医師・看護師等の医療従事者が、深夜勤

務及び緊急の診療業務に対応するため

特定の時間帯を定めて自宅等において

待機をした場合の手当。 

・医  師：１回/2,500 円 

・医師以外：１回/2,000 円 

・ヘリコプター搭乗救急医療手当と同様に

大学や民間医療機関における手当を踏

まえ、深夜勤務及び救急医療に従事する

医師・看護師等の医療従事者の勤務の実

態・特殊性を勘案し、深夜勤務及び救急

医療に従事する医師等の確保対策の観

点から適正な手当と判断している。 

救急医療体制

等確保手当 

・医師等が休日及び夜間において、地域の

第３次又は第２次救急医療の確保のた

め、理事長の指定する病院において、救

急外来患者へ応需した場合の手当。 

・診療業務(1h 以上)：１回/12,000 円又

は 6,000 円（8h 以上は 18,000 円） 

・分娩：１回/10,000 円 

・国における「救急医療及び産科医療を担

う勤務医の処遇改善を支援する補助制

度」に対応したものであり、休日及び夜

間の救急・周産期医療体制の整備を図る

とともに、救急医療及び産科医療を担う

医師等の処遇改善の観点から適正な手
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当と判断している。 

医師手当 

・地域における医師確保のための手当。 

・月額 319,300 円～16,900 円 

・国の「初任給調整手当」と同旨であり、

全国的に厳しい情勢である医師確保の

観点から適正な手当と判断している。 

医師手当加算

部分・専門看

護手当 

・学会や公益法人等の第三者機関において

認定された広告可能な専門医や認定看

護師などの特定の分野における専門的

知識を有している医師・看護師のための

手当。 

・医師 １資格/月額 5,000 円(上限 2 資格) 

・看護師 専門看護師/月額 5,000 円 

認定看護師/月額 3,000 円 

・医師手当の加算部分及び専門看護手当に

ついては、専門化・高度化した病院を運

営する当機構の特性を踏まえ、有能な人

材を確保する観点から適正な手当と判

断している。 

・また、他の医療機関でも導入が進んでい

るものである。 

附加職務手当 

・医師等が地方自治体等への診療援助など

を行った場合の手当。 

・依頼（要請）元より医師等の勤務する病

院に支払われた報酬の範囲内において、

その診療援助などを行った医師に対し

て給与を支給する。 

・医療を提供する病院を運営する当法人の

特性を考慮し、地域における診療連携の

推進を図る観点から適正な手当と判断

している。 

年度末賞与 

・診療部門の医業収支が特に良好な場合の

業績に応じた手当。 

・手当総額は、次のうち最も低い額を選択 

① 医業収支が黒字、かつ、計画額を上

回る額 
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② 診療セグメントの経常収支が黒字、

かつ、診療セグメントの経常収支額が

計画額を上回る額 

③ 基準日（３月１日）における賞与基

礎月額の０．５月分の合計額 

④ 給与費率が計画と同じ率に収まる

額 

・法人に求められる能力実績主義を踏ま

え、経営努力のインセンティブとして医

業収支が特に良好な場合に年度末賞与

を支給するもので、独立行政法人におけ

る給与制度の趣旨に則って独立行政法

人へ移行する際に設けたものである。こ

れは、中央省庁等改革基本法（独立行政

法人の職員の給与に当該独立行政法人

の業務の実績が反映されるものである

こと）、独立行政法人通則法（法人の職

員の給与は職員が発揮した能率が考慮

されるものでなければならないこと）、

独立行政法人整理合理化計画（各独立行

政法人は能力・実績主義の活用により役

職員の給与等にその業績及び勤務成績

等を一層反映させること）を踏まえた観

点から適正な手当と判断している。 

業績手当の業

績反映部分 

・業績手当（６月及び１２月）のうち、職

員個々の業務実績に反映する部分（業績

反映部分）の手当。 

一般 ６月支給/0.675 月、１２月支給

/0.675 月 

役職 ６月支給/0.875 月、１２月支給

/0.875 月 

・業績手当については、基礎的部分は国の

「期末手当」に準じているものであり、

業績反映部分は国の「勤勉手当」を踏ま

えたものであるが、業績反映部分につい

ては、診療部門の業績が悪い場合は、支

給総額をその業績に応じて減額が可能
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な仕組みとしており、法人に求められる

能力実績主義を踏まえた観点から適正

な手当と判断している。 

・なお、当該減額がない場合の手当（支給

割合）は国に準じた額となっている。 

特殊業務手当 

・職務の複雑性及び困難性に基づき他の職

種に比して著しく特殊な勤務に従事す

る場合の手当。 

・月額/35,400 円～4,200 円 

※ 支給額は、職務の内容又は勤務場所

に応じて規定 

・特殊業務手当は、国の時代から、職務の

複雑・困難性に基づき他の職種に比して

著しく特殊な勤務に対して支給してい

る手当であり、病院における職務の特殊

性及び職員確保の観点から適正な手当

と判断している。 

・なお、当該手当は国の「俸給の調整額」

に類似したものであるが、業績手当（賞

与）・退職手当の基礎としない諸手当と

して見直したものであり、民間の給与を

踏まえたものである。 

③福利厚生費の状況 

法定福利費    971,029千円 

（役職員一人当たり 731,747円） 

法定外福利費    4,262千円 

（役職員一人当たり 3,212円） 

① 弔電、供花（313千円） 

職員及び職員の家族に対する弔電、供花については、

厚生労働省に準じて基準を作成し、運用している。 

② 健康診断等（3,949千円） 

・労働安全衛生法に基づく健康診断を実施している。 

・業務に伴う感染防止を目的としたワクチン接種を実施し

ている。 
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参考資料

平成２３年度　法定外福利費

○独立行政法人国立成育医療研究センター （単位；円）

平成２３年度

医療・健康費用 労働安全衛生法に基づく健康診断費 1,798,283

医薬品等購入費用（医療従事者へのワクチン接種） 2,151,180

慶弔関係費用 弔事に対する対応（弔電・供花） 312,950

4,262,413合計

- 11 -



（項目３の２） 

○ 国家公務員再就職者の在籍状況 及び 

法人を一度退職した後、嘱託等で再就職した者注１の在籍状況 

  （平成 24年 3月末現在） 

      役  員注２ 職  員 

      常勤 非常勤 計 常勤 非常勤 計 

総  数  1 人 5 人 6 人 809 人 371 人 1,180 人 

  
 

うち国家公務員 

再就職者 
0 人 0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 

  
 
うち法人退職者 0 人 0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 

  
うち非人件費ポス

ト 
0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

    
うち国家公務員 

再就職者 
0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

    うち法人退職者 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

注１ 「法人を一度退職した後、嘱託等で再就職した者」とは、法人職員が、定年退職等

の後、嘱託職員等として再度採用されたものをいう（任期付き職員の再雇用を除く。）。 

注２ 役員には、役員待遇相当の者（参与、参事等の肩書きで年間報酬額 1,000万円以上

の者）を含む。 

注３ 「非人件費ポスト」とは、その年間報酬が簡素で効率的な政府を実現するための行

政改革の推進に関する法律（平成 18年法律第 47号）第 53条第 1項の規定により削減

に取り組まなければならないこととされている人件費以外から支出されているもの

（いわゆる総人件費改革の算定対象とならない人件費） 

 

④国家公務員再就職者

及び本法人職員の再就

職者の在籍ポストとそ

の理由 

非常勤職員のうち国家公務員再就職者が１名在

籍している。職種は自動車運転手で定年退職後継

続して運転業務及び庶務業務を行っている。また、

法人退職者１名は看護助手業務を行っている者で

ある。 

理事長、非常勤理事、非常勤監事は、全員が２

３年度末を以て任期満了となり、理事長は厚労省

が公募により選考を行い、他の理事については新

理事長が指名、監事は厚生労働大臣から任命され

た。 
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様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人国立成育医療研究センターの役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２３年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　厚生労働省独立行政法人評価委員会の業績評価結果から、役員報酬規程により業積年俸の

　増額ができるところ、社会情勢等を総合的に勘案して去年と同水準とした。

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長 なし

理事（非常勤） なし

監事（非常勤） なし

２　役員の報酬等の支給状況

平成２３年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,699 11,868 4,695 2,136 （地域手当） 3月31日

千円 千円 千円 千円

1,680 1,680 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440 0 0
（　　　　）

3月31日

千円 千円 千円 千円

1,620 1,620 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

2,040 2,040 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,740 1,740 0 0
（　　　　）

注１：「地域手当」とは、民間の賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給して
　　　いるものである。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

B理事
（非常勤）

B監事
（非常勤）

Ｃ理事
（非常勤）

前職

A監事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

法人の長

A理事
（非常勤）
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３　役員の退職手当の支給状況（平成２３年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

摘　　要

理事
（非常
勤）

監事
（非常
勤）

法人の長

法人での在職期間
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　中期計画における人事に関する方針として、「良質な医療を効率的に提供していくため、
医師、看護師等の医療従事者については、医療を取り巻く状況の変化に応じて柔軟に対
応する。」、「医師、看護師不足に対する確保対策を引き続き推進するとともに、離職防止
や復職支援の対策を講じる。」こととしており、当該計画に基づき、適正な人員配置に努め
るとともに、中期目標期間中、人件費率について業務の量と質に応じたセンター病院運営
に適正な率を目指す。

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　職員の給与水準は、独立行政法人通則法第６３条第３項の規定に基づき、法人の業務の
実績を考慮し、かつ、社会一般の情勢に適合したものとなるよう決定している。

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

中央省庁等改革基本法第３８条第１項第６号の規定等に基づき、職員の業績を給与に反映
している。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　① 人件費管理の基本方針

給与種目 制度の内容

賞与：業績年俸

医長以上の医師及び研究所室長以上の研究職職員について、前年度の
業務実績を考慮の上、80/100から120/100の範囲内で定める割合を前年

　ウ 平成２３年度における給与制度の主な改正点

　なし

賞与：業績手当
（年度末賞与）

当該年度の損益計算書における診療セグメントの収支が良好となる場合
に、職員の業績に応じて定める割合を算定基礎額に乗じて得た額を支給

基本給：昇給
常勤職員の勤務成績に応じて５段階の昇給を行う

賞与：業績年俸 範
度の業績年俸に乗じた額を支給

賞与：業績手当
（業績反映部分）

年俸制職員を除く常勤職員について、業績に応じて定める割合を算定基
礎額に乗じて得た額を支給
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

517 36.4 5,956 4,555 80 1,401
人 歳 千円 千円 千円 千円

29 42.3 6,761 5,158 166 1,603
人 歳 千円 千円 千円 千円

51 41.8 11,417 9,117 70 2,300
人 歳 千円 千円 千円 千円

354 34.1 5,144 3,881 57 1,263
人 歳 千円 千円 千円 千円

14 47.1 5,678 4,301 134 1,377
人 歳 千円 千円 千円 千円

63 39.7 5,856 4,487 158 1,369
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 37.8 5,237 3,980 124 1,257

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：上記の「医療職種（病院医師）」については、年俸制が適用される医長以上の医師は含まれない。
注３：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

① 職種別支給状況（年俸制適用者）

・「在外職員」、「任期付職員」、「再任用職員」、「非常勤職員」については該当する職員がいないため、表
を記載していない。
・平成２３年度を通じて在職し、かつ、平成２４年４月１日に在職する職員（休職等により給与が減額された
者を除く）の状況である。

医療職種
（病院医師）

福祉職種
（児童指導員等）

事務・技術

うち賞与平均年齢
平成２３年度の年間給与額（平均）

総額
区分

常勤職員

うち所定内人員

技能職種
（看護補助者等）

医療職種
（医療技術職）

医療職種
（病院看護師）

　①　職種別支給状況（年俸制適用者）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

81 53.2 13,907 10,913 100 2,994
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

57 53.3 14,748 11,658 103 3,090
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 51.9 11,481 8,841 98 2,640

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。
注３：院長等については、該当者が２人以下のため、個人の情報が特定されるおそれのあることから、

人員以外は記載していない。
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 43.2 10,075 7,773 85 2,302
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 43.2 10,075 7,773 85 2,302

注１：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

うち賞与

任期付職員（年俸制）

区分

副所長等
（副所長・部長・室長）

・「在外職員」、「再任用職員」、「非常勤職員」については該当する職員がいないため、表を記載していな
い。
・平成２３年度を通じて在職し、かつ、平成２４年４月１日に在職する職員（休職等により給与が減額された
者を除く）の状況である。

任期付職員職種

人員 平均年齢
平成２３年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内

常勤職員（年俸制）

院長等

副院長等
（副院長・部長・医長）
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②

（事務・技術職員）

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
注2：「24-27歳」「28-31歳」「56-59歳」については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　年間給与については表示していない。
注3：「24-27歳」「28-31歳」「32-35歳」「44-47歳」「52-55歳」「56-59歳」については、該当者が４人以下のため、
　　　「第1四分位」及び「第3四分位」の表示は省略した。

（事務・技術職員）
四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

5 50.7 8,701 9,078 9,427
7 31.8 4,037 4,421 4,827

12 41.6 5,561 6,023 6,383

年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護師））
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

・本部係長

・本部係員

・本部課長

平均年齢分布状況を示すグループ 平均人員

0 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

２０－２３

歳

２４－２７

歳

２８－３１

歳

３２－３５

歳

３６－３９

歳

４０－４３

歳

４４－４７

歳

４８－５１

歳

５２－５５

歳

５６－５９

歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与

額

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人
千円

, , ,

（研究職員）

注1：「44-47歳」については、該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　年間給与については表示していない。
注2：「40-43歳」「44-47歳」「48-51歳」については、該当者が４人以下のため、「第1四分位」及び「第3四分位」の表示は省略した。

（研究職員）
四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

6 53.0 12,210 12,093 12,963
13 50.2 9,411 10,500 11,332・主任研究員

・本部課長

平均年齢人員分布状況を示すグループ 平均

0 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

２０－２３

歳

２４－２７

歳

２８－３１

歳

３２－３５

歳

３６－３９

歳

４０－４３

歳

４４－４７

歳

４８－５１

歳

５２－５５

歳

５６－５９

歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（研究職員） 人
千円
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（医療職員（病院医師））

（医療職員（病院医師））
四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

43 52.0 14,026 14,386 14,836
51 41.8 10,231 11,347 12,236

注、上記の医療職員（病院医師）には、年俸制が適用される医長以上の医師が含まれる。以下、④及び⑤において同じ。

（医療職員（病院看護師））

平均

・医長

・医師

平均年齢分布状況を示すグループ 人員

0 

2 

4 

6 

8 

10 

12 

14 

16 

18 

20 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

２０－２３

歳

２４－２７

歳

２８－３１

歳

３２－３５

歳

３６－３９

歳

４０－４３

歳

４４－４７

歳

４８－５１

歳

５２－５５

歳

５６－５９

歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（医療職員（病院医師）） 人
千円

120 16,000 
年間給与の分布状況（医療職員（病院看護師）） 人

千円

注：「52-55歳」については、該当者が４人以下のため、「第1四分位」及び「第3四分位」の表示は省略した。

（医療職員（病院看護師））
四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

15 47.2 7,376 7,711 8,066
299 32.3 4,041 4,776 5,344

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢

・看護師

・看護師長

平均

0 

20 

40 

60 

80 

100 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

２０－２３

歳

２４－２７

歳

２８－３１

歳

３２－３５

歳

３６－３９

歳

４０－４３

歳

４４－４７

歳

４８－５１

歳

５２－５５

歳

５６－５９

歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額
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③

（事務・技術職員）
区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級

標準的 一般職員 係長 専門職 課長 課長 部長 部長 部長 -

な職位 室長
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

29 7 12 4 2 4 0 0 0 0
（割合） （24.1%） （41.4%） （13.8%） （6.9%） （13.8%） （   %） （   %） （　 　　%） （　 　　%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

38
～
27

52
～
33

54
～
45

58
～
45

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,752
～

3,012

5,456
～

3,636

7,015
～

6,343

7,364
～

6,609
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,880
～

3,918

7,305
～

4,778

9,085
～

8,290

9,653
～

8,701
注、４級の該当者が２人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから

　「年齢（最高～最低）」以下の事項については記載していない。

（研究職員（年俸制））
区分 計 １級 ２級 ３級

標準的 室長 部長 所長

な職位 主任研究員 センター長
人 人 人 人

22 11 9 2
（割合） （50.0%） （40.9%） （9.1%）

歳 歳 歳

57
～
41

57
～
45

人員

年齢（最高
～最低）

 職級別在職状況等（平成２４年４月１日現在）（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医
療職員（病院看護師））

所定内給
与年額(最
高～最低)

年齢（最高
～最低）

年間給与
額(最高～

最低)

人員

千円 千円 千円

9,003
～

6,465

10,292
～

8,882
千円 千円 千円

11,332
～

8,287

13,591
～

11,465
注、３級の該当者が２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから

　「年齢（最高～最低）」以下の事項については記載していない。

（医療職員（病院医師））
区分 計 医療職（一）

標準的 一般医師

な職位
人 人

51 51
（割合） （100%）

歳

55
～
32

千円

10,125
～

7,106
千円

12,797
～

8,709

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

人員

年齢（最高
～最低）
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（医療職員（病院医師（年俸制）））
区分 計 １級 ２級

標準的 医長 副院長

な職位 室長 センター長・部長

人 人 人

57 43 14
（割合） （75.4%） （24.6%）

歳 歳

62
～
37

66
～
54

千円 千円

12,283
～

10,256

13,001
～

10,766
千円 千円

15,335
～

12,615

17,055
～

14,026

（医療職員（病院看護師））
区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

標準的 准看護師 助産師 副看護師長 看護師長 副看護部長 看護部長 看護部長

な職位 看護師
人 人 人 人 人 人 人 人

354 1 299 36 15 2 1 0
（割合） （0.3%） （84.4%） （10.2%） （4.2%） （0.6%） （0.3%） （　 　　%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

57
～
22

58
～
30

59
～
41

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

5,411
～

2,797

5,531
～

3,571

6,363
～

5,112
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
7,093

～
3,715

7,516
～

4,858

8,485
～

6,868
注、１級、５級及び６級の該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから

　「年齢（最高～最低）」以下の事項については記載していない。

④

（事務・技術職員）
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

53.2 57.1 55.2
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 46.8 42.9 44.8

％ ％ ％

         最高～最低 52.1～42.2 51.1～39.4 51.4～40.7
％ ％ ％

62.6 67.8 65.2
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.4 32.2 34.8

％ ％ ％

         最高～最低 42.1～35.7 32.8～31.0 37.5～33.3

賞与（平成２３年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医
療職員（病院看護師））

一般
職員

年間給与
額(最高～

最低)

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

区分
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（研究職員）
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

0.0 0.0 0.0
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100.0 100.0 100.0

％ ％ ％

         最高～最低 100.0～100.0 100.0～100.0 100.0～100.0
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低 ～ ～ ～

注、研究職員の一般職員は該当者がいない。

（医療職員（病院医師））
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

0.0 0.0 0.0
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100.0 100.0 100.0

％ ％ ％

         最高～最低 100.0～100.0 100.0～100.0 100.0～100.0
％ ％ ％

62.6 67.7 65.2
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.4 32.3 34.8

％ ％ ％

         最高～最低 41.1～35.6 37.1～30.9 38.9～33.2

（医療職員（病院看護師））
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分
％ ％ ％

53.0 55.7 54.4
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 47.0 44.3 45.6

％ ％ ％

         最高～最低 53.3～42.7 52.4～41.1 52.8～41.9
％ ％ ％

60.2 64.8 62.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.8 35.2 37.5

％ ％ ％

         最高～最低 45.9～35.2 43.0～30.6 44.4～32.9

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）
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⑤

（事務職員・技術職員）
対国家公務員（行政職（一）） 105.6
対他法人（事務・技術職員） 100.1

（研究職員）
対国家公務員（研究職） 111.8
対他法人（研究職員） 111.9

（医療職員（病院医師））
対国家公務員（医療職（一）） 104.6

（医療職員（病院看護師））
対国家公務員（医療職（三）） 111.9

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、
すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出。

給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 ９１．７
参考 学歴勘案　　　　　　 １０７．１

地域・学歴勘案　　　９５．１

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な

理由

内容

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研究職員
／医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護師）)

項目
対国家公務員　　１０５．６

①当法人は世田谷区にあり地域手当１級地（１８％）の支給対象となって
いる。国の事務・技術職員の平均給与は全国平均であるため１００を上
回っているが、地域勘案をした場合には９１．７と１００を下回ることとなる。
（地域手当１級地の人員構成　　国（行政職（一））２８．9％、当法人１０
０％）

【主務大臣の検証結果】
地域・学歴を勘案すると 給与水準が国家公務員より低い水準となって

指数の状況

　理由

　給与水準の適切性の
　検証

【累積欠損額について】
累積欠損額 -円（平成22年度決算）
【検証結果】
－

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　23.5％
（国からの財政支出額　50.7億円、支出予算の総額　215.0億円：平成23
年度予算）
【検証結果】
－

対国家公務員指数（地域・学歴勘案）は９５．１と首都圏にある当センター
としては適切な水準にあると考えているが、「簡素で効率的な政府を実現
するための行政改革の推進に関する法律」及び「行政改革の重要方針」
に添うよう、法人の業績の実績を考慮し、社会一般の情勢に適合するよう
検討していく。
なお、平成２４年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場
合、平成２３年度と同様に、対国家公務員指数１０５．６、地域・学歴勘案
９５．１となることが見込まれるが、上述のとおり地域手当により較差が生じ
ているところである。
　・当法人の地域手当１級地の構成人員　１００％
平成２4年度（平成２5年度公表）までに対国家公務員指数が地域・学歴
勘案で概ね９５になるように努力していく。

地域 学歴を勘案すると、給与水準が国家公務員より低い水準となって
いるが、今後とも適正な給与水準の在り方について検討を進めていただ
きたい。

42.1%

講ずる措置

その他の事項

①管理職の割合（H24.4.1現在）

②大卒以上の高学歴者の割合 42.1%
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○研究職員

地域勘案　　　　　　 １０８．５
参考 学歴勘案　　　　　　 １１０．６

地域・学歴勘案　　　１０７．７

指数の状況

対国家公務員　　１１１．８

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

平成２４年度における対国家公務員指数は 現状で推移した場合 平成

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　23.5％
（国からの財政支出額　50.7億円、支出予算の総額　215.0億円：平成23
年度予算）
【検証結果】
－

【累積欠損額について】
累積欠損額 -円（平成22年度決算）
【検証結果】
－

①当法人は世田谷区にあり地域手当において１級地となっている。国の
研究職員の平均給与は全国平均であるため１１１．８となっているが、地
域勘案をした場合には１０８．５と指数が低くなる。
（地域手当１級地の人員構成　　国（研究職）４３．３％、当法人１００％）
②研究職に対する初任給調整手当は、当法人では医師手当として支給
している。その対象者は63.6％と国家公務員の約１０倍となっている。
（初任給調整手当の人員構成　国（研究職）６．９％、当法人63.6％）

【主務大臣の検証結果】
地域、学歴等を考慮してもなお、国家公務員より高い水準であることか
ら、国民の皆様に納得していただけるよう、一層の給与水準の見直しに
ついて十分検討していただききたい。

内容

　給与水準の適切性の
　検証

項目

平成２４年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、平成
２３年度とほぼ同様に、対国家公務員指数１１１．８、地域・学歴勘案１０
７．７となることが見込まれるが、国から求められる政策医療を推進し、発
展させるために優秀な研究者の確保が不可欠であり、センターでの雇用
を維持・確保するためには給与面での改善はさけられないところであり、
研究者の確保状況に配慮しつつ、当センターの業務の実績、公立・民間
医療機関等の給与や社会一般の情勢等を総合的に考慮した上で、効
率化できる部分については引き続き削減を進めていくとともに、適切な水
準の確保について検討を行い、平成２４年度（平成２５年度公表）までに
対国家公務員指数が地域・学歴勘案で概ね107になるように努力してい
く。

②大卒以上の高学歴者の割合 100%

100%

その他の事項

①管理職の割合（H24.4.1現在）

講ずる措置
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○病院医師

地域勘案　　　　　　 １１７．４
参考 学歴勘案　　　　　　 １０４．６

地域・学歴勘案　　　１１７．４

【累積欠損額について】
累積欠損額 -円（平成22年度決算）
【検証結果】

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　23.5％
（国からの財政支出額　50.7億円、支出予算の総額　215.0億円：平成23
年度予算）
【検証結果】
－

指数の状況

対国家公務員　　１０4.6

①当法人は世田谷区にあり地域手当において１級地となっている。国の
病院医師の平均給与は全国平均であるため１０４．６となっているが、地
域勘案をした場合には１１７．４と指数が高くなっている。これは、国の場
合、医師の確保対策として初任給調整手当が地方に手厚くなっているこ
とから地域勘案した場合には他の職種とは違う傾向となっている。
（地域手当１級地の人員構成　国（医療職（一））１１．０％、当法人１０
０％）
②医長以上の医師については、病院における管理職として国の俸給の
特別調整額に準じた役職手当の支給対象としたこと、及び年俸制を導入
した。
（国の俸給の特別調整額対象人員割合：医療職（一）１５．４％、当法人
の役職手当対象人員割合：52.8％）

【主務大臣の検証結果】
医師の確保は、医療の質の向上、安全の確保等に不可欠であり、また、
病院経営上においても、医業収益の確保にかかる基本的かつ重要な事
項であるため、医師の給与水準については、特に配慮すべきと考えられ
る。
一方、可能な部分については、医師の確保状況等を考慮した上で、より
適正な給与水準の在り方について、今後も必要な検討を進めていただき
い。

内容

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

項目

②大卒以上の高学歴者の割合

講ずる措置

平成２４年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、平成
２３年度とほぼ同様に、対国家公務員指数１０４．６、地域・学歴勘案１１
７．４となることが見込まれるが、社会問題化している医師不足について
は、当センターにおいても例外ではないところであり、医師の確保状況に
配慮しつつ、当センターの業務の実績、公立・民間医療機関等の給与
や社会一般の情勢等を総合的に考慮した上で、効率化できる部分につ
いては引き続き削減を進めていくとともに、適切な水準の確保について
検討を行い、平成２４年度（平成２５年度公表）までに対国家公務員指数
が地域・学歴勘案で概ね117になるように努力していく。

①管理職の割合（H24.4.1現在）

【検証結果】
－

100%

42.3%

その他の事項
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○病院看護師

地域勘案　　　　　　１０７．７
参考 学歴勘案　　　　　　１１０．３

地域・学歴勘案　　１０８．６

指数の状況

対国家公務員　　１１1.9

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　23.5％
（国からの財政支出額　50.7億円、支出予算の総額　215.0億円：平成23
年度予算）
【検証結果】
－

【累積欠損額について】
累積欠損額 -円（平成22年度決算）
【検証結果】

項目 内容

①当法人は世田谷区にあり地域手当において１級地となっている。国の
病院看護師の平均給与は全国平均であるため１１１．９となっているが、
地域勘案をした場合には１０７．７と指数が低くなる。
（地域手当１級地の人員構成　　国（医療職（三））４．９％、当法人１０
０％）
②師長以上の看護師については、病院における管理職として、国の俸
給の特別調整額に準じた役職手当の支給対象としている。
　（国の俸給の特別調整額対象人員割合：医療職（三）０．９％、当法人
の役職手当対象人員割合：5.1％）
③国における俸給の調整額は、職務の複雑政及び困難性に基づき他の
職種に比して著しく特殊な勤務に従事する手当としてあり、特別集中治
療室等に勤務する医療従事者が対象になっており、当法人では同様の
手当として特殊勤務手当を設けている。当法人では特別集中治療室が２
５床あり、手当支給対象者が１８％を占めている。

【主務大臣の検証結果】
地域、学歴等を考慮してもなお、国家公務員より高い水準であることか
ら、国民の皆様に納得していただけるよう、一層の給与水準の見直しに
ついて十分検討していただききたい。

○比較対象職員の状況
・研究職種
  年俸制適用者に係る①表（職種別支給状況）の常勤職員（副所長等）欄の22人
22人の平均年齢51.9歳、平均年間給与額11,481千円

・医療職種（病院医師）
  年俸制適用者以外に係る①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の51人、及び年俸制
適用者に係る①表（同）の常勤職員（副院長等）欄の57人　計108人
108人の平均年齢47.9歳、平均年間給与額13,175千円

○支出総額（２３決算ベース）に占める給与・報酬等支給総額の割合

支出総額（見込） 208億円
給与・報酬等支給総額 66億円

○管理職割合の改善の取組状況
管理職の配置人員については、法人の業務が効率的・効果的に運営ができるよう、
組織の見直しを必要に応じて適宜行っていくこととする。

検
－

講ずる措置

平成２４年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、平成
２３年度とほぼ同様に、対国家公務員指数１１１．９、地域・学歴勘案１０
８．６となることが見込まれるが、首都圏における看護師等の確保につい
ては、大学病院や大規模病院が林立し、売り手市場となっていることか
ら、看護師、助産師の確保状況に配慮しつつ、当センターの業務の実
績、公立・民間医療機関等の給与や社会一般の情勢等を総合的に考慮
した上で、効率化できる部分については引き続き削減を進めていくととも
に、適切な水準の確保について検討を行い、平成２４年度（平成２５年度
公表）までに対国家公務員指数が地域・学歴勘案で概ね10８になるよう
に努力していく。

その他の事項
②大卒以上の高学歴者の割合

3.8%

27.1%

①管理職の割合（H23.4.1現在）

31.7%
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成２３年

度）

前年度
（平成２２年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

①人件費の主な増減要因等
○給与、報酬等支給総額の主な増減要因
　・良質な医療を効率的に提供していくため、医師、看護師等の医療従事者を増員（487,857千円）
　・看護師の夜勤体制強化による夜間看護等手当の増加 （25,662千円）
　・集中治療室の増設に伴う特殊業務手当の増加（8,839千円）
　・技能職退職後の不補充（△4,821千円）
　・業務の効率化等による超過勤務手当の縮減（△170,219)

○最広義人件費の主な増減要因
　・職員数増加に伴う法定福利費の増加
　・成育医療研究開発費等研究費による非常勤職員のイントラ化

②「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47

87,501

94,019 10.7

5.8

81.2
退職手当支給額

6,331,968

区　　分
中期目標期間開始時（平成
２２年度）からの増△減

195,269

1,754,050 101,653

4.3

87,501

6.19,632,389 9,075,058 557,331 6.1

非常勤役職員等給与

274,1586,606,126

1,855,703

給与、報酬等支給総額

107,768

881,272 94,019 10.7

5.8 101,653

81.2

274,158 4.3

比較増△減

福利厚生費

557,331

975,291

最広義人件費

素 革 関 律 平 年 律第
号）及び「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人件費削減の取組の状況
ⅰ）中期目標（抜粋）
   総人件費については、センターの果たすべき役割の重要性を踏まえつつ、簡素で効率的な政
府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成18年法律第47号）や「経済財政運営と
構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日閣議決定）に基づいて人件費改革に取り組
むとともに、給与水準に関して国民の理解が十分得られるよう必要な説明や評価を受けるものとす
ること。その際、併せて、医療法（昭和23年法律第205号）及び診療報酬上の人員基準に沿った
対応を行うことはもとより、国の制度の創設や改正に伴う人材確保も含め高度先駆的医療の推進
のための対応や医療安全を確保するための適切な取組を行うこと。また、独立行政法人に関する
制度の見直しの状況を踏まえ適切な取組を行うこと。

ⅱ）中期計画（抜粋）
　 総人件費については、センターの果たすべき役割の重要性を踏まえつつ、簡素で効率的な政
府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成18年法律第47号）に基づき平成22年
度において１％以上を基本とする削減に取り組み、「経済財政運営と構造改革に関する基本方
針2006」（平成18年7月7日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を平成23年度まで継続する
とともに、給与水準に関して国民の理解が十分得られるよう必要な説明や評価を受けるものとする。
 その際、併せて、医療法（昭和23年法律第205号）及び診療報酬上の人員基準に沿った対応を
行うことはもとより、国の制度の創設や改正に伴う人材確保も含め高度先駆的医療の推進のため
の対応や医療安全を確保するための適切な取組を行う。また、独立行政法人に関する制度の見
直しの状況を踏まえ適切な取組を行う。
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ⅲ）人件費削減の取組の進ちょく状況

平成21
年度

平成22
年度

平成23
年度

5,667,754 6,331,968 6,603,082

11.7 16.5

13.2 18.2

注１：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人事院勧告を

　踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分（平成22年△1.5％、平成23年△0.23％）を除いた削減率である。

注2：平成23年度の給与、報酬等支給総額の実績は、平成24年6月期の期末手当等において人事院勧告を踏まえた

 官民の給与較差に基づく給与改定分を調整した額（3,044千円）を除いて算出している。

【国立成育医療研究センターにおける総人件費改革に係る状況】

○　国立成育医療研究センターの総人件費は平成23年度66.0億円となっており、平成21年度比で16.5％（補正
値18.2％）増となっている。
○　今般の人件費の増加は、周産期医療を始めとする成育医療に関する高度先駆的医療の開発・普及・提供の
人材確保（※）など、ＮＣの役割を着実に果たすために、医師・看護師等の増員等をしたものである。
　（※：成育医療に係る治験の推進、ＮＩＣＵやＩＣＵ等の体制強化、周産期病棟３０床の増設等）
○ 今後の対応として、引き続き、技能職の退職後不補充等により、事務・技能職の人件費の更なる削減に努め
る。また、救急医や産科医の適切な配置等により病院収支の更なる向上に努め、外部研究費等の獲得について
も努力する。研究体制の強化についても、治験・臨床研究の数や研究成果等について、国民に対する説明責任
を果たすよう努める。また、現在政府として研究開発法人の創設が検討されていることや、24年度以降の独立行
政法人等の人件費の在り方に係る議論も踏まえ、その方向性を注視しながら、国策としての研究を担う国立成育
医療研究センターが、より一層の成果を発揮できるよう、その研究・病院部門の人件費の在り方については更なる
検討が必要であると考えている。

【主務大臣の検証結果】
　平成23年度の総人件費は平成21年度比16.5（補正値18.2）％増であり、経済財政運営と構造改革に関する基
本方針（平成18年7月7日閣議決定）の総人件費削減目標（平成21年度比２％減）が達成されていないことは事実

（人件費削減の場合）　総人件費改革の取組状況

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率
（％）

人件費削減率（補正値）
（％）

年　　　度

Ⅳ 法人が必要と認める事項

である。
　総人件費削減目標が達成されなかった理由は、周産期医療を始めとする成育医療に関する高度先駆的医療の
開発・普及・提供のための人材確保（※）などを行う必要性があることから、診療部門で医師及び看護師を増員し
たため等と考えられる。
　また、医療職以外の事務・技能職員の人件費も、独立行政法人移行後の経営分析や監査業務に適切に対応
する必要があったことなどの理由により増加している。この点については大変遺憾である。（なお、この点につき、
法人は今後平成24年度までに平成21年度比5.9％削減する見込みとしている。）
　これらの点について国民の皆様に納得いただけるよう、小児難病に対する遺伝子治療や再生医療の開発に向
けた研究など特筆すべき研究成果が得られたこと等について、十分な説明責任を果たしていただきたい。また、
特に事務・技能職員の人件費削減は確実に実施するなど効率的な運営に向けた適切な取組を実施していただき
たい。

（※）成育医療に係る治験の推進、ＮＩＣＵやＭＦＩＣＵの体制強化、周産期病棟30床の増設等

　国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律(平成24年法律第2号）に基づく国家公務員の給与の見
直しに関連して、以下の措置を講ずることとした。
平成24年５月から、
　　・役職員の基本給月額等の引下げを実施した。（平均▲0.23％）
　　　※平成23年４月からの較差相当分は、平成24年６月期の賞与で調整
平成24年６月から平成26年３月までの間、
　　・役員の報酬について、月例年俸・賞与等の減額を実施した。（▲9.77％）
        ※平成24年４月,５月分の月例年俸等については、平成24年６月期の賞与で調整
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（項目４） 

事業費の冗費の点検 

（委員長通知別添二関係） 
 

事業費項目 点検状況 

１年間実施した場

合の削減効果額 

（単位：千円） 

①庁費の執行状

況の点検 

事業費における庁費の類の支出については、職員に経営

の効率化・経費縮減に対する意識の向上を図るとともに、

担当者は日常的に点検を行いつつ執行しているものであ

り、又、一定額（原則５０万円）以上の支出については、

委員会等の審議を経て購入等を決定している。 

更に重要（高額等）案件については、外部有識者を委員

に含めた契約審査委員会において、事前審査を行っている。 

このような取組を行うことにより、年度末の駆け込み執

行等は行われていない。 

②旅費の執行状

況の点検 

事業費における旅費の類の支出については、職員に経

営の効率化・経費縮減に対する意識の向上を図るととも

に、担当者は日常的に点検を行いつつ執行している。 

このような取組を行うことにより、不要不急な出張等

は行われていない。 

③給与振込経費

の削減 

給与振込経費については、国家公

務員に準じた取扱としており、ⅰ）

一部現金払い、ⅱ）複数の振込口座

の取扱を行っている者は存在しな

い。 

0千円 

※給与振込に係る手数料は発

生していない。 

④その他コスト

削減について検

討したもの 

経費削減を目的とした「経費削減

部会」において、契約内容の見直し

等各種活動を行い、コスト削減に取

り組むとともに、職員に対して広報

及び啓発活動を行った。 

・エレベーターの運転制限による節電 

・外灯照明等の間引きによる節電 

39,256千円 
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・ＬＥＤ照明への交換による節電 

・個別空調（エアコン）の設定温度の

見直しによる節電 

・コージェネ発電機の運転による受電

電力の抑制による削減 

・エコ製品への機器更新による電気料

の削減 

・医療用テープ類の集約による経費削

減 

・産科麻酔混注薬の変更及び容器の簡

素化による経費削減 

・高額医薬品及び医療材料等の価格交

渉による経費削減 

など 

 

※ 削減効果額とは、各項目について行った見直しを平成 23 年度当初から実

施したと仮定した場合における平成 23年度の実績額（推計）が、平成 22年

度の実績額からどれだけ削減したかを示すものである。 
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saito-t
タイプライターテキスト
（項目４の２）



（項目５） 

契   約 

（委員長通知別添二関係） 
 

①契約監視委員会から

の主な指摘事項 

・監事及び外部有識者で構成する契約監視委員会が

平成２３年４月に設置され、平成２３年１２月ま

でに契約が締結された随意契約、一者応札・一者

応募案件について点検、見直しを行った。 

・その結果、随意契約については、リース契約の残

期間に係る継続案件、医療機器等の緊急を要する

修理案件及びその相手以外からは購入することが

出来ない等の「やむを得ない理由」や「競争の余

地がない」ものとなっていた。 

・また、一者応札・一者応募になった案件について

は、契約者以外の応募希望者に対して、改善すべ

き事項等のアンケート等を実施し、その改善を図

っている。 

・なお、随意契約の指針を作成することとなった。 

・平成２４年５月には、契約監視委員会から①契約

に係るデータベースの構築、②一者応札となって

いる契約案件について発注方法の工夫、仕様書作

成の検討、③契約審査委員会で審議した案件につ

いて事後報告を行い契約金額の妥当性の確認、と

いう提言を行っている。 

②契約監視委員会以外

の契約審査体制とその

活動状況 

・内部牽制強化の観点から、直接契約に関与しない

職員及び外部委員で構成される契約審査委員会を

設置して、一定金額以上の契約について、契約方

式や仕様書の内容等の審査を行っている。 
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③「随意契約等見直し計

画」の進捗状況 

・平成２０年度の見直し計画における随意契約から

一般競争入札への切り換えについては、２１年度

中に終了している。 

・また、平成２３年度に随意契約から入札へ移行し

た実績及び一者応札から複数応札となった実績は

以下のとおりである。 

・随意契約から入札へ移行 

3件  15,812千円 

・一者応札から複数応札 

2件   8,122千円 

④一者応札・一者応募と

なった契約の改善方策 

・一者応札・応募となった案件については、契約者

以外の応募希望者に対して、改善すべき事項等の

アンケート等を実施し、その改善を図っている 

⑤契約に係る規程類と

その運用状況 

・「独立行政法人における契約の適正化（依頼）」

（平成20年11月14日総務省行政管理局長事務連

絡）において講ずることとされている措置はすべ

て実施済である。 

・実施状況 

 ○ 総合評価落札方式 実績なし 

 ○ 企画競争 １件 

  ア 公告開始から企画書提出までの期間は、 

１０営業日以上を確保 

 イ 選定基準及び配点の事前公開を行い結果に 

ついても公開している。 

  ウ 選定委員は、契約事務に関係ない者を３分 

   の１以上で構成され、企画競争を行う場合に 

   は必ず契約審査委員会に諮ることとされ、同 

   委員会には外部有識者を構成員としている。 
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⑥再委託している契約

の内容と再委託割合（再

委託割合が 50%以上のも

の又は随意契約による

ものを再委託している

もの） 

 

⑦公益法人等との契約

の状況 

【随意契約】 

・主な契約 

東京都赤十字センター：血液調達 

日本アイソトープ協会：放射性医薬品の調達 

社会福祉法人至誠学舎立川：保育事業運営委託 

⑧その他調達の見直し

の状況 

・入札公告期間の見直し 

  暦日数１０日 → 開庁日数１０日 

         （土日、休日等を除いた日数） 

・仕様書作成方法、予定価格作成資料の見直し 

  コンサルティング会社に仕様書の作成支援及び

市場価格調査について委託契約を結び、一者仕様

の防止と市場価格を反映した予定価格を作成して

いる。 

・応札可能と思われる業者への入札参加の誘引 
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（項目５の２） 

 

Ⅰ 平成２３年度の実績【全体】 

 件数 金額 

競
争
性
の
あ
る
契
約 

一般競争入札 

（最低価格落札方式） 

226件 

( 76.9%) 

61.8億円 

( 83.0%) 

 
うち一者応

札 

29件 

【 12.8%】 

23.7億円 

【 38.2%】 

総合評価落札方

式 

0件 

(    0%) 

0億円 

(    0%) 

 
うち一者応

札 

0件 

【    0%】 

0億円 

【    0%】 

指名競争入札 
0件 

(    0%) 

0億円 

(    0%) 

 
うち一者応

札 

0件 

【    0%】 

0億円 

【    0%】 

企画競争等 
1件 

(  0.3%) 

0.1億円 

(  0.1%) 

 
うち一者応

募 

0件 

【    0%】 

0億円 

【    0%】 

競争性のない随意契約 
67件 

( 22.8%) 

12.6億円 

( 16.9%) 

合 計 
294件 

(  100%) 

74.5億円 

(  100%) 

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99条第 2号、第 3号、第 4号又は

第 7号の金額を超えないもの）を除く。 

※ 【  %】には、一般競争入札等のうち一者入札・応募となったものの割合を示す。 

※ 「競争性のある契約」の各欄には、不落・不調随契が含まれ、一者入札・応募として

カウントしている。 

※ 「企画競争等」は、企画競争及び公募を示す。 
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Ⅱ 平成２３年度の実績【公益法人】 

 件数 金額 

競
争
性
の
あ
る
契
約 

一般競争入札 

（最低価格落札方式） 

0件 

(    0%) 

0億円 

(    0%) 

 
うち一者応

札 

0件 

【    0%】 

0件 

【    0%】 

総合評価落札方

式 

0件 

(    0%) 

0億円 

(    0%) 

 
うち一者応

札 

0件 

【    0%】 

0件 

【    0%】 

指名競争入札 
0件 

(    0%) 

0億円 

(    0%) 

 
うち一者応

札 

0件 

【    0%】 

0件 

【    0%】 

企画競争等 
0件 

(    0%) 

0億円 

(    0%) 

 
うち一者応

募 

0件 

【    0%】 

0件 

【    0%】 

競争性のない随意契約 
3件 

(  100%) 

1.5億円 

(  100%) 

合 計 
3件 

(  100%) 

1.5億円 

(  100%) 

※ 「公益法人」は、いわゆる広義の公益法人を指し、独立行政法人、特例民法法人等の

ほか、社会福祉法人や学校法人も含む。 

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99条第 2号、第 3号、第 4号又は

第 7号の金額を超えないもの）を除く。 

※ 【  %】には、一般競争入札等のうち一者入札・応募となったものの割合を示す。 

※ 「競争性のある契約」の各欄には、不落・不調随契が含まれ、一者入札・応募として

カウントしている。 

※ 「企画競争等」は、企画競争及び公募を示す。 
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Ⅲ 随意契約等見直し計画の進捗状況 その１ 

 随意契約等見直し計画によ

る見直し後の姿 
平成 23年度実績 

件数 金額 件数 金額 

事務・事業をとり

やめたもの 

0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

84件 

(51.9%) 

0億円 

(   0%) 

競
争
性
の
あ
る
契
約 

競争入札 
129件 

(79.6%) 

37.1億円 

(94.9%) 

69件 

(42.6%) 

37.3億円 

(95.3%) 

企画競争等 
1件 

( 0.6%) 

0.1億円 

( 0.2%) 

1件 

( 0.6%) 

0.1億円 

( 0.2%) 

競争性のない随

意契約 

32件 

(19.8%) 

1.9億円 

( 4.9%) 

8件 

( 4.9%) 

1.7億円 

( 4.5%) 

合 計 
162件 

( 100%) 

39.1億円 

( 100%) 

162件 

( 100%) 

39.1億円 

( 100%) 

※ 「随意契約等見直し計画」策定時の個々の契約が、平成 23年度においてどのような契

約形態にあるかを記載するもの。 

※ 「随意契約等見直し計画による見直し後の姿」の各欄の件数・金額は、随意契約等見

直し計画時の件数・金額から複数年契約で平成 23年度に契約の更改を行っていないもの

を除いたもの。 

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99条第 2号、第 3号、第 4号又は

第 7号の金額を超えないもの）を除く。 

※ 「競争入札」は、一般競争入札及び指名競争入札を示す。 

※ 「企画競争等」は、企画競争及び公募を示し、平成 23年度実績欄には不落・不調随契

が含まれる。 
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Ⅳ 随意契約等見直し計画の進捗状況 その２ 

 一者応札・一者応募案件の 

見直し状況（22年度実績） 

23年度も引き続き一者応

札・一者応募となったもの 

件数 金額 件数 金額 

事務・事業をとりや

めたもの 

0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

8件 

(22.9%) 

0億円 

(   0%) 

契
約
方
法
を
変
更
せ
ず
条
件
等
の 

見
直
し
を
実
施
（
注
２
） 

仕様書の変

更 

0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

参加条件の

変更 

0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

公告期間の

見直し 

0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

その他 
0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

契約方式の見直し 
0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

その他の見直し 
35件 

( 100%) 

8.9億円 

( 100%) 

25件 

(71.4%) 

8.8億円 

(99.1%) 

点検の結果、指摘事

項がなかったもの 

0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

0件 

(   0%) 

0億円 

(   0%) 

一者応札・一者応募

が改善されたもの 
－ － 

2件 

( 5.7%) 

0.1億円 

( 0.9%) 

合 計 
35件 

( 100%) 

8.9億円 

( 100%) 

35件 

( 100%) 

8.9億円 

( 100%) 

（注１） 平成 22年度に一者応札・一者応募であった個々の契約が、見直しによって、平

成 23年度の契約ではどの程度一者応札・一者応募となったかを示している。 

（注２） 内訳については、重複して見直ししている可能性があるため計が一致しない場

合がある。 
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Ⅴ 公益法人等への会費等の支出状況 

23 年度交付法人数 
24 年度廃止予定 

（件数） 

廃止が困難なもの 

（件数） 

９ ２ ７ 

（注１）平成 24年３月 23日「独立行政法人が支出する会費の見直しについて」

（行政行革実行本部決定）により、見直し方針が示されており、独立行

政法人の業務の遂行のために真に必要なものを除き、公益法人等への会

費の支出は行わないこととされている。 

（注２）上記見直しについては、平成 24年度以降見直しを行うこととされてい

る。   
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随意契約等見直し計画 
 

平成 23 年 12 月 
独立行政法人国立成育医療研究センター 

 
 
 
１．随意契約等の見直し計画 
 （１）随意契約の見直し 
   平成２２年度において、締結した随意契約等について点検・見直しを行い、以下

のとおり、随意契約等の見直し計画を策定する。 
   今後、本計画に基づき、真にやむを得ないものを除き、速やかに一般競争入札等 
  に移行することとした。 
 
 平成２２年度実績 見直し後 

件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 

 

競争性のある契約 

 

(79.2%) 

 

153 

（68.8%) 

 

6,392,731 

(84.5%) 

 

164 

(96.8%) 

 

8,999,823 

 

 

 

 

 

 

競争入札 

 

(98.7%) 

 

151 

(99.8%) 

 

6,382,530 

(98.8%) 

 

162 

(99.9%) 

 

8,989,621 

 

企画競争、公募等 

 

(1.3%) 

 

2 

（0.16%) 

 

10,201 

(1.2%) 

 

   2 

(0.1%) 

 

    10,201 

 

競争性のない随意契約 

 

(20.8%) 

 

   40 

(31.2%) 

 

2,904,339 

（15.0%) 

 

29 

(3.2%) 

 

297,248 

 

合  計 

(100%) 

 

193 

(100%) 

 

9,297,070 

(100%) 

 

193 

(100%) 

 

9,297,070 

（注１）見直し後の随意契約は真にやむを得ないもの。 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。 
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 （２）一者応札・一者応募の見直し 
     平成２２年度において、競争性のある契約のうち一者応札・一者応募となっ

た契約について、契約の条件、契約手続き等を見直す必要があるものが見受け

られた。 
     今後の調達については、競争性のない随意契約の削減に加え、これら結果に

留意し、改善しつつ、契約手続きを進めることにより、一層の競争性の確保に

努める。 
 

（平成２２年度実績） 

 

実   績 

 

 

件  数 

 

 

金額（千円） 

 

 

競争性のある契約 

 

 

153 

 

6,392,731 

 

 

 

 

うち一者応札・一者応募 

(22.9%) 

 

35 

(18.3%) 

 

1,167,050 

（注）上段（ ％）は競争性のある契約に対する割合を示す。 

 
 
 ２．随意契約等見直し計画の達成に向けた具体的取り組み 
  （１）契約監視委員会等による定期的な契約の点検の実施 
    ①随意契約（少額、緊急性のあるものを除く。）は、その契約事由の妥当性を各

委員会の審議を経て実施するように努める。 
    ②平成２２年度調達案件のうち前回一者応札及び前回落札率１００％の契約に

ついて「契約監視委員会」の審査を実施し改善を図るように努める。 
    ③内部統制の充実強化のため設置された「監査室」等により契約を重点項目と

した内部監査による点検を実施するように努める。 
 
  （２）随意契約等の見直し 
    契約の相手方が特定されるものなど、真に随意契約によらざるを得ないものを

除き、原則、一般競争入札を徹底する。 
 
  （３）一者応札・一者応募の見直し 
    一者応札・一者応募に対する以下の取り組みを実施する。 
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    ①公告内容 
     公告情報から事業規模等が容易に推測できるように詳細を記載する。 
    ②公告方法 
     入札公告は、全て病院のホームページへの掲載、院内掲示を行う。 

業界紙への掲載や参入が予想される業者に広くＰＲを行うなど周知に 

努める。  

    ③公告期間 
     可能な限り土日・祝日等に配慮し、入札期日の前日までの間に１０日

間以上確保する。 
    ④資格要件 
     資格要件は、官公庁等の業務実績を設定する等、不当に競争参加者を

制限する要件を設定しない様に努める。 
    ⑤仕様等 
     ア 業務内容を具体的に分かり易く記載する。 
     イ 特定の者が有利となる仕様としない。 
     ウ 発注コスト、地域性等の諸条件に考慮し、適切な発注単位とする。 
     エ 複数業者から参考見積を徴取する。 
    ⑥参加者への配慮 
     ア 契約相手方の金銭負担となる工事等の請負契約は、部分払いを活用する

など配慮する。 
     イ 契約締結から履行までの期間や契約期間は、十分な期間を設け履行しや

すくなるよう配慮する。 
     ウ 複写機の賃貸借や情報システムなどの運用・保守契約は、長期的な収支

予測が可能となるよう複数年契約とするなど配慮する。 
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 （項目６） 

内 部 統 制 

①統制環境 

 

１．理事長の役職員へのミッションの周知等 

○ 当センターの理念である「病院と研究所が一体となり、

健全な次世代を育成するための医療と研究を推進する。」

ためのミッション（中期目標、中期計画、年度計画等）を

理事会、執行役員会等で幹部職員に対して説明し、同時に

ホームページやイントラネットに掲載して、全職員の意識

の共有化を図っている。 

○ ミッションをより深く役職員に浸透させる取組として、

診療科ごとにヒアリングを行い、ミッション遂行に係る方

策を確認するにとどまらず、現状でのリスクも洗い出して

現状に根差した効果を上げている。 

   

２．理事長のリーダーシップ発揮及びマネジメントの実効性確

保 

○ 理事長の補佐機関として、特任補佐室を設置し理事長の

指揮のもとで、該当となる重要案件に関与させる体制を構

築した。このことにより、理事長からの指揮命令を、職員

が確実に実施しているか否かのマネジメントが確実に図

られている。 

○ 人員、予算を配分調整する部署として、企画戦略室を設

置して、人員・予算・コスト管理を含めた戦略案を作成し

理事長へ諮り、必要な施策を迅速、且つ確実に策定してい

る。そして企画戦略室で策定された業務計画を、企画経営

部を通じて、各部課室レベルまでブレークダウンし、業務

計画ごとのコスト管理を含めた計画の実施状況を企画経

営部が把握、整理し、理事会へ報告することにより、計画

が確実に実施されている。 

○ 毎月、理事会の後の日に、病院部長・診療管理連絡会議

を定期的に開催し、組織の連帯感を強化するとともに、職

員との意見交換も行い、情報の共有化を推進している。 

 

以上のとおり、理事長のリーダーシップ、指導力及び洞察

力によるマネジメントの実施により、センターの全業務が確

実に実行され経営面において 
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も良好な結果がもたらされている。 

 

３．内部統制の構築状況 

内部統制の構築にあたっては、法令等の遵守、業務の有効

性・効率性、資産の保全、財務報告等の信頼性について、以

下のとおり実施している。 

【実施状況】 

○ 法令遵守の取り組みとしては、理事長直属のコンプライ

アンス室を独法発足時より設置しており、室長には外部の

弁護士を選任している。その上で、リスクの評価を行って、

医療安全、安全衛生、セクハラ防止、設備の危害防止対策

等に関して、問題点の抽出、把握、分析、業務改革、職員

の処分等を行っている。 

○ 業務の有効性･効率性への取り組みとしては、当センタ

ーの業務の企画及び立案等に関することを担当する企画

経営部が中心となり、特任補佐室及び企画戦略室での検討

も踏まえて実施している。 

○ 資産の保全については、財務経理部における固定資産実

査により明確な使用場所、使用状況を把握し資産管理の徹

底と、遊休資産の有効活用を図ることにより実施してい

る。 

○ 財務報告等の信頼性については、国民に対する説明責任

及び第三者による評価の観点から、独立行政法人会計基準

に準拠した財務会計マニュアルを作成し、月次決算の正確

性を図り、財務情報の信頼性確保に努めている。更には会

計監査人による期末監査に十分な時間を費やし、その精度

アップを図り信頼性を確保している。 

○ 内部統制の実施にあたり、理事長は理事会での審議決定

を経て統制活動を実施し、また、この実施過程においては

プロセスが確実に実施されているかを監事、監査室による

監査、ヒアリング等を踏まえ、これらの監査結果が理事長

へ報告される仕組みを整備している。理事長は監事、監査

室からの報告、改善提案を整理して、必要により統制活動

に反映させ、内部統制が効率よく働くよう業務の改善を実

施することとしている。 
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４．役員会の位置付け、権限の状況 

○ 執行役員会は、理事会で決定した重要事項を遂行するた

め、理事長が必要と認めるときに、理事長が委員を招集す

る。（組織規程及び理事会規程において規定） 

 

５．理事長と監事・会計監査人の連携状況 

○ 理事長と監事の連携については、当センターの業務の適

正かつ効率的な運営に資するとともに、会計経理の適正を

期することを目的とした監事監査規程に基づき作成した

監査計画書に則り実施した監査に関して、監事監査報告書

を取りまとめ、理事長に提出するなど当センターに係る業

務運営の状況について連携を図っている。 

○ また、監事は、理事長が議長並びに構成員であるセンタ

ーの業務運営に関する重要事項を審議する理事会及び理

事会で決定した重要事項を遂行する執行役員会に出席し

て、理事長等と意見交換している。 

○ 理事長は、会計監査人と監査計画立案時、実施時、意見

集約時、監査報告時に、センター運営、内部統制、年度計

画及び決算等に関する事項について意見交換を行い、必要

により改善のフォローを実施している。 

 

６．その他統制環境に関する状況 

○ センター内における決定事項や報告事項等は、ＩＣＴ

（ホームページ及びイントラネット、全職員メール）を利

用して、迅速に周知徹底を図っている。また、センター内

の問題点や改善策については、職員の意見をセンター内で

集約し、改善に向けて意見を反映できる仕組みを構築して

いる。 

②リスクの識

別・評価・対

応 

 

○ リスク等の洗い出しとしては、役職員への理事長、理事

及び監事によるヒアリングにより例示等を提起すること

により検討を促している。また、外部からの「ご意見箱」

の内容等種々の意見等をもとに、患者相談専門職がその重

要度・影響度を勘案し評価を行い、対応すべき事案を抽出

し、関連部署での現状把握及び改善方策等の検討を促進し

ている。それを所管部署が中心となって、具体的なリスク

対応策を講じ提案者に回答している。 
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③統制活動 

○ 理事長は、業務が適切に実施されているかどうか、組織

の実態を適切に評価して、必要に応じて組織変更や、配置

換、昇格、降格等を実施し、命令が確実に履行されるよう

随時改善を実施している。 

○ 一部管理職員及び一般職員の看護師等に対し業績評価

制度を取り入れて、目標設定とその評価結果に見合う処遇

を実施して、統制が的確に図られるよう実施している。 

○ 顧問会議を開催し、センターが取り組んでいる現況を説

明するとともに、センターのミッションの達成状況につい

て、外部有識者より意見を徴している。 

④情報と伝達 

 

○ センター内における決定事項や報告事項等の職務遂行

に必要な情報は、内容に応じて、適時適切に、ＩＣＴ（ホ

ームページ及びイントラネット、全職員メール等）又は、

紙媒体、院内掲示版等を利用して、全職員へ伝達し共有で

きる仕組みとなっている。また、センター内の問題点や改

善策等、職員からの意見や提案を集約する体制をとってい

る。 

○ センター外に対しては、ホームページ、メールマガジン

等により必要な情報が適時適切に発信できる仕組みとな

っている。また、センター外からのご意見、ご指摘等、業

務の改善に必要な情報は、ご意見箱、苦情相談窓口を通し

て理事長へ伝達され、対応ルールに従って迅速且つ、適切

に改善、実施される仕組みとなっている。 
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⑤モニタリン

グ 

１．日常的モニタリング 

○ 各所管部門の責任者は、各業務担当者から起案された内

容について、決裁方式により、業務成果の可否、案件事項

の審査、問題点の把握等を実施することにより、日常的に

内部統制の有効性を確保している。 

 

２．独立的評価と評価プロセス 

○ 監事は、監査部門として通常の業務執行部門とは独立し

た視点に立って、随時調査、ヒアリング等を実施し、現場

の内部統制が有効に機能しているかどうかの確認・評価を

実施している。 

具体的には、理事・内部監査部門・その他の役職員等と

意思疎通を図り、情報を収集して監査環境の整備に努める

とともに、理事会、執行役員会に出席し、役職員等からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求め、各部門の業務運営の実施状況を把握して、業務運

営上の課題の認識を深めている。また、重要な決裁書類等

を閲覧し、各部門における業務及び財産の状況の調査を行

っている。 

   さらに、理事長、病院長、企画戦略室長との運営に関す

るヒアリングを実施して、各責任者の統制環境に対する認

識、リスクに対する認識とその対応方法、日常的モニタリ

ングの実施状況等、センターの内部統制及び業務内容につ

いての理解を深めている。 

 

３．内部統制上の問題についての報告 

○ 日常的モニタリングについては、監事は、各所管部門の

責任者へのヒアリング等により、内部統制上の問題点を整

理し、随時、理事長へ報告し、改善を求めている。 

○ 独立的評価については、監事が実施した現場視察、理事

長及び各部門長とのヒアリングの結果等を踏まえて、理事

長へ改善の提案を行っている。 

○ 理事、監事により評価・指摘された統制環境に係る問題

点等については、業務執行部門で把握・検証を行い、統制

環境の改善を図っている。また、これらの問題点等につい

ては、優先順位を付けて、具体的な取り組みの作成とその

報告を行っている。 
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⑥ＩＣＴへの

対応 

ミッションを果たす為に組織内外に於いて適切に対応す

るＩＣＴへの対応としては、 

○ 内部向けの対応としては、院内ＬＡＮが適切な管理、手

続きの下で、安全に利用され、ネットワークにより職員間

の情報の共有化が図られるとともに、各部局長からのメー

ルによる連絡や、メールによる関係報告等が迅速且つ、効

率的に実施できるなど、法人のミッションを効率的に果た

す上で、必要不可欠な手段として適正に利用されている。 

○ 外部向けの対応としては、公式ホームページを通じて、

リアルタイムで正確な情報発信が行われ、外部機関との連

絡もメールを使用して迅速且つ、正確に実施されている。

又、ブラウザを利用して有用な情報を迅速に収集できる

等、業務効率の向上が図られており、法人のミッションを

効率的に果たす上で重要な役割を果たしている。 

 
※ ＩＣＴ：Information and Communications Technology（情報通信技術）の略。

ＩＴと同様の意味で用いられることが多いが、「コミュニケーション」という情報

や知識の共有という概念が表現されている点に特徴がある。 

 

⑦監事監査 

・内部監査 

の実施状況 

監事監査 

１．中期計画・年度計画等の妥当性について 

１） 中期計画（平成２３年３月９日認可の変更

計画を含む）は厚生労働大臣から指示された

平成２２年４月１日から平成２７年３月３１

日までの期間において当センターが達成すべ

き業務運営に関する目標に基づいて定められ

ている。 

２） 平成２３年度計画は上記中期計画の２年度

目に当たり、当年度に取り組むべき具体的施

策を各施設・部門部課室レベルまでブレ－ク

ダウンして定めた上で遂行し、また四半期毎

に進捗状況の把握検討を行い管理している。 

 

２．役職員の給与水準について 

  給与については厚生労働大臣に提出した①職員

給与規程②役員給与規程（いずれも平成２３年４

月一部改正を含む）に準拠して適正に支給されて

おり妥当である。 
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３．理事長のマネジメントの発揮状況について 

  理事長自身が法人の最高責任者としての自覚と

マネジメント機能の重要性に対する認識を持ち、

センターの全業務が確実に実行されているかを日

常的に管理していると評価できるため、経営面に

おいてもその結果がもたらされていると思料す

る。 

 

４．職員がミッションを意識しつつ目標・計画策定

に参加しているか、また、職員間のコミュニケー

ションが十分図られているかについて 

  年度目標・計画策定時には各部課室レベルまで

作成の分担をしており各職員が参加している。ま

た、各分担間での意見調整を行うことで職員間の

コミュニケーションが図られている。 

 

５．その他の監査実施状況について 

監事は理事・内部監査部門・その他の役職員等

と意思疎通を図り、情報を収集して監査環境の整

備に努めるとともに、理事会その他の重要な会議

に出席するほか、役職員等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、

重要な決裁書類等を閲覧し、業務の実施状況の調

査をおこなっている。 

主な監査実施状況は次のとおりである。 

１） 理事会（鈴木 15 回、石井 14 回）及び執行

役員会への出席（鈴木 9回、石井 10回） 

２） 役職者との面談 

  ・理事長 

    平成 24年 4月 23日（第 1回） 

    平成 24年 6月 11日（第 2回） 

・理事 

  平成 23年 10月 24日（第 1回） 

  平成 24年 6月 11日（第 2回） 

  ・病院長 

    平成 24年 1月 30日 
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  ・企画戦略室長（統括部長） 

    平成 23年 10月 24日（第 1回） 

    平成 24年 1月 10日（第 2回） 

    平成 24年 3月 12日（第 3回） 

    平成 24年 3月 26日（第 4回） 

    平成 24年 6月 20日（第 5回） 

３） 重要な決裁書類等の閲覧 

一 業務運営の基本方針策定に関する文書 

二 厚生労働大臣に対する許可若しくは承認の

申請書又は届出の文書 

三 厚生労働大臣からの許可、認可、承認及び

通達等の文書 

四 独立行政法人評価委員会から通知された各

事業年度及び中期目標の期間に係る業務実績

の評価結果 

五 規程の制定又は改廃に関する文書 

六 厚生労働大臣に提出する事業報告書、決算

報告書及び財務諸表 

七 会計検査院に提出し、又は会計検査院から

受けた文書のうち重要なもの 

八 厚生労働省に提出する報告書その他重要と

認められる業務報告書類 

九 内部監査部門が行う監査の基本方針及び実

施計画書並びに監査報告 

十 契約に関する重要な文書 

十一 訴訟に関する重要な文書 

十二 前各号に掲げるもののほか、監事が必要

と認めた文書 

４） 業務及び財産の調査 

  ・情報管理部門との面談 

    平成 23年 10月 24日 

  ・事務部門との面談 

    平成 23年 11月 14日（第 1回） 

    平成 24年 1月 23日 (第 2回) 

    平成 24年 2月 13日（第 3回） 

    平成 24年 2月 27日（第 4回） 
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  ・宿舎解体工事の現場確認 

    平成 23年 11月 28日 

  ・監査室との打合せ、内部監査結果のフォロ

ー 

   必要の都度随時 

  ・株式会社メド城取問題について 

    本件について新聞報道後、センターの関

係者への聞きとり調査を実施し総点検を要

請した。また、監査室に対し、取引業者に

対する債権・債務の確認手続の実施を要請

し、会計監査人の本件に対する特別調査を

センターに進言した。 

５） 会計監査人からの報告聴取・打合せ 

     平成 23年 11月 28日（第 1回） 

     平成 24年 1月 23日（第 2回） 

     平成 24年 5月 30日（第 3回） 

     平成 24年 6月 1日（第 4回） 

     平成 24年 6月 18日 (第 5回) 

６） 監事としての関連業務 

① 公的研究費の管理・監査における内部統

制状況の評価チェックリストの確認 

② 契約監視委員会の開催、出席 

     平成 23年 6月 15日（第 1回） 

     平成 23年 9月 2日（第 2回） 

     平成 24年 1月 30日（第 3回） 

     3 回の委員会審議を通じて、平成 24 年 5

月 14 日開催の理事会において委員会から

の提言を行った。 

  ③ 業務実績評価書及び評価シート記載への

関与 

  ④ 会計検査院主催「平成 22年度決算検査報

告説明会」に出席し、概要を理事会で伝達 

  ⑤ 企画戦略室会議の傍聴 

７） 6ＮＣ監事連絡会への出席（平成 23 年 7 月

開催） 
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内部監査 

○ 内部統制体制の確立のため独立行政法人発足

時より監査室を設置しており、内部監査を実施

している。 

平成 23 年度は、平成 22 年度に交付された科

研費等補助金について証拠書類等により補助金

の使用状況の無作為モニタリング監査を実施

し、要改善事項を指摘している。 

また、平成 23 年 11 月に新聞報道された研究

費の問題に関連して、購入物品の現物実査及び

取引業者に対する債権・債務残高監査を実施し

た。同時に会計検査院からの調書提出依頼に対

応した。 

○ 「独立行政法人の契約状況の点検・見直しに

ついて」(平成 21年 11月 17日閣議決定)に基づ

き、監査室が事務局となる契約監視委員会を平

成 23年 4月 1日に設置し、委員会を 3回開催し

て①競争性のない随意契約における随意契約事

由の妥当性②一般競争契約入札の契約案件のう

ち、前回の契約において一者応札・一者応募で

あったもの又は締結した契約が一者応札・一者

応募となったものについて、契約の競争性を確

保するための改善方策の妥当性③一般競争入札

等の契約案件のうち、前回の契約において落札

率が 100％であったものについて、予定価格の

設定に関する妥当性等について審議を行ってい

る。 

○ ６ＮＣの監査室の連携を強化する為、監査室

の連絡会議に出席した。 
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⑧内部統制の

確立による成

果・課題 

１．内部統制の確立による成果 

○ 内部統制の一環として作成した「契約に関する主な流れ

（物品等の購入、修繕等）」については、当該案件の執行

の必要性及び実施可否や、牽制の意味から一定の効果を発

揮している。 

なお、研究費については上記の取り扱いから除外されて

いたが、執行に関して透明性が追求されていることを考慮

し、平成 24 年 4 月から「公的研究費による発注・納品・

支払フロー」により執行することとした。 

これらにより、ルール化を図ることは出来てきていると

考えている。 

２．内部統制における今後の課題 

○ 国の時代に問題とされてきた組織の縦割り・硬直性、権

限の集中を改善すべく民間企業的経営組織たる独立行政

法人への移行が行われたが、実施された改革と現実の組

織、職制、規則との間に齟齬が生じている部分があり、内

部統制における課題が散見されている。 

○ 研究費を含む契約の一元管理の体制の整備を推進する

ことが必要である。 
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（項目７） 

事務・事業の見直し等 

（委員長通知別添三関係） 
 

①独立行政法人の事

務・事業の見直し基本方

針で講ずべき措置とさ

れたものの取組状況 

（23 年度中又は 23 年度に

実施とされたもの） 

【業務運営の効率化】 

○事務部門 

 事務部門については、総務部、人事部、企画経営

部、財務経理部の４部体制とし、責任の明確化を

図るとともに、効率的・効果的な運営体制を整備 

○ガバナンス体制 

 理事会、執行役員会議、企画戦略室及び監査室等

の設置により、ガバナンス体制を強化 

○職員教育 

 ・理事長及び理事による全職場を対象としたヒア

リングを実施し、職員の意識改革を図り、現状の

問題点の解決策を検討 

 ・センターの理念と基本方針の実現に向けた「職

員の行動宣言」を制定し周知を図った 

○その他 

 ・平成２３年度に実施した研修 

独法会計簿記研修 延べ １２時間 ３８名 

消費税研修    延べ１．５時間 ２７名 

経営分析研修   延べ  ３時間 ３５名 

メンタルヘルス研修  １．５時間 ６７名 

ハラスメントに係る研修  ２時間 ７６名 

 ・平成２３年度の経営分析研修は、幹部職員及び

事務職員を対象とし、平成２２年度の経営実績に

ついて公認会計士から講義を受けた 

 ・センター全体での経営意識の向上、改善方策の

検討・実施を行うため経費削減部会を設置 

 

【内部統制の強化】 

○監査室の設置と内部監査の実施 

 ・ガバナンスの強化、法令遵守の徹底、組織の活

性化を目指し、理事会、執行役員会議、企画戦略

室、コンプライアンス室及び監査室等を設置 

 ・監査室による科研費等補助金について無作為モ
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ニタリング内部監査を実施し、経理事務の実施状

況、研究費被雇用者の勤務時間管理、物品費に係

る納品書、旅費に係る旅行命令簿の作成及び分担

研究者の書類チェックについて改善を指摘してい

る。 

 

【取引関係の見直し】 

○契約方法 

 契約については、一般競争入札を原則として実施。

随意契約見直しの趣旨に則り、随意契約は真にや

むを得ない場合のみとし、その情報については公

表 

○契約審査委員会による審議実施 

 契約に関する重要事項については、外部有識者を

含む契約審査委員会において、必要の都度あらか

じめ審議を実施（平成２３年度は１２回開催） 

○契約監視委員会による審議実施 

 ・「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについ

て」（平成２１年１１月１７日閣議決定）に基づき、

監事及び外部有識者で構成する契約監視委員会を

平成２３年４月１日設置 

 ・平成２３年度は委員会を３回開催し、①競争性

のない随意契約、②一般競争契約入札の契約案件

のうち、一者応札・一者応募について契約の競争

性を確保するための改善方策の妥当性、③一般競

争入札等の契約案件のうち、落札率が１００％で

あったものについて、予定価格の設定に関する妥

当性等について審議を実施している。随意契約に

ついては、リース契約の残期間に係る継続案件、

医療機器等の緊急を要する修理案件及びその相手

以外からは購入することが出来ない等の「やむを

得ない理由」や「競争の余地がない」ものであっ

た。また、随意契約の指針（随意契約せざるを得

ない事項とその根拠を整理したもの）を作成する

こととなった。なお、一者応札・応募になった案

件については、入札参加者にアンケート等を実施

し改善を図っている。 
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 ・平成２４年５月には、契約監視委員会から①契

約に係るデータベースの構築、②一者応札となっ

ている契約案件について発注方法の工夫、仕様書

作成の検討、③契約審査委員会で審議した案件に

ついて事後報告を行い契約金額の妥当性の確認、

という提言を行っている。 

②行政刷新会議事業仕

分けでの判定結果を受

けた取組状況 

 

③省内事業仕分けで自

ら示した改革案の取組

状況 

 

④その他事務・事業の見

直し 

センターが実施する事務・事業については、セ

ンターに課せられた使命、国民のニーズ、費用に

対する効果等を考慮しつつ、適切なセンター運営

及び経営改善の観点から、各職場や委員会を通じ

企画戦略会議、執行役員会議等の審議を経て、積

極的な実施につながるよう見直しが行われてい

る。 

【周産期病床の増床及び小児病棟の再編】 

 ○背景（問題点等） 

・当該医療圏における産科病床の不足 

・全国的なＮＩＣＵ病床の不足 

・年齢別病棟構成に伴う問題点の増大 

   ア 感染管理 

   イ 急性期（ＩＣＵ等）と一般病棟の落差 

         ウ 医療・看護技術の分散による人材育成の 

     非効率 等 

  ・入院患者の病態の重症化、複雑化、長期化 

  ・医療者の業務繁忙による消耗 

 ○平成２２年度から３年の計画を作成し、実行に 
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  移す。２年目となる平成２３年度は、次の事項

を実施した。 

  ・産科病床（３０床）の増床 

・ＮＩＣＵ（６床）の増床 

  ・ＭＦＩＣＵ（６床）の新設 

・ＧＣＵ（１８床）の新設 

  ・救急入院病床（８床）の設置 

  最終年度となる平成２４年度は、次の事項を計

画している。 

  ・ＧＣＵ（１２床）の増床 

  ・看護師の夜勤人数を増やし、医療安全、患者 

   サービスの向上を図るとともに、診療報酬上 

   の上位基準を取得することにより、経営にも 

   寄与 

⑤公益法人等との関係

の透明性確保 

（契約行為については、

項目５「契約」に記載） 
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